
３　平成３０年度普通会計の主な財政分析指標等

(単位：千円、％)

平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率

決算額　(A) 決算額　(B) (C)=(A)-(B) (C)/(B)*100

93.4 92.5 0.9 1.0

23.1 23.5 -0.4 -1.7

18.8 18.3 0.5 2.7

15.7 15.4 0.3 1.9

14.3 14.8 -0.5 -3.4

2.5 1.9 0.6 31.6

7.0 7.8 -0.8 -10.3

うち 一部事務組合
に 対 す る も の 4.0 4.6 -0.6 -13.0

0.1 0.1 0.0 0.0

11.9 10.7 1.2 11.2

0.63 0.61 0.02 3.3

4.7 1.0 3.7 370.0

13.8 13.5 0.3 2.2

3,260,351 3,564,993 -304,642 -8.5

1,747,530 1,684,007 63,523 3.8

550,962 539,817 11,145 2.1

961,859 1,341,169 -379,310 -28.3

29,891,055 27,569,384 2,321,671 8.4

20,473,040 20,012,427 460,613 2.3

5,965,219 5,682,360 282,859 5.0

9,238,155 9,040,176 197,979 2.2

11,537,826 11,288,492 249,334 2.2

基 準 財 政 需 要 額

標 準 財 政 規 模

繰 出 金

特 定 目 的 基 金

地 方 債 現 在 高

うち　政府資金

減 債 基 金

財政力指数 ( ３ ｶ年平均 )

実 質 収 支 比 率

基 準 財 政 収 入 額

公 債 費 負 担 比 率

基 金 現 在 高

財 政 調 整 基 金

区分

維 持 補 修 費

補 助 費 等

投資及び出資金 ・ 貸 付金

人 件 費

経 常 収 支 比 率
（減収補てん債及び臨時財政対策債含）

扶 助 費

公 債 費

物 件 費


